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1

今後、国内産小麦の需要に応じ
た生産に向けて、取り組むべき

中長期的な課題について考察す

る。

◆ 国内産小麦の流通制度が2000年に民間流通へ移行
した当初は、国内産小麦に対する需要を供給が大きく
上回るミスマッチが発生。それが、2016年産以降、需要
が供給を上回る逆ミスマッチ状態が続いている。

→ こうした状況となった要因を、2016年以降の新たな動
きも踏まえて、我が国の小麦のフードシステムにおける
各産地産小麦の位置付けを浮き彫りにしながら、明ら
かにする。

本日の報告内容

（2017年6月発行）



Ⅰ 全国ベースで見た国内産小麦の
使用状況
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図 食料需給表でみた小麦の供給量の推移（1960年度＝100）

1人当たり供給純食料

国内消費仕向け量（飼料用を除く）
総人口（2017年以降推計）

（指数）

資料：農林水産省「食料需給表」、総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（出性・死亡中位推計）

◆ 小麦の1人当たり年間消費量については、高度成長期に着実に増加し、1967年
には32ｋｇと最初のピークを迎え、以後安定的に推移。これに対して総消費量は、
人口増加の影響により1994年までは増加傾向で推移し、その後、安定化。

1967年：最初のピーク
（31.6ｋｇ／人・年）

1994年：最初のピーク
（6,415千トン）

１．日本における小麦の消費量の推移
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2012年：最高値
（7,167千トン）



２．日本における小麦の用途別使用状況
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図１ 用途別にみた国内産、外国産小麦の使用量（2009年度、

食用）

資料：農林水産省調べ
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◆ 他方で、日本麺用のシェアは11％であったが、国内産の使用割合が60％と他の
用途に比べて、突出して高かった。

図

◆ ①2017年産の国内産小麦は2009年産より34％生産量が多いこと、②後述す
るように、2017年産では、パン用、中華麺用に主に使用される強力系小麦が国
内産小麦の検査数量の2割を占めていることから、現在は、パン用、中華麺用で
の国内産シェアが、当時よりかなり大きくなっていると見込まれる。

◆ 2009年度時点では、小麦の用途別のシェアでは、パン用が一番多く29％を占め
ていたが、国内産の使用割合は3％と低かった。また、中華麺用も、用途別の
シェアが8％あったが、国内産の使用割合は5％にとどまっていた。



表２　道県産別の国内産小麦の単独使用割合の試算結果(2006年産）

収穫量
（万トン）

流通量
（万トン）

国産単独使用
量（万トン）

国産単独使用
割合

外国産とのブ
レンド使用割
合

北海道 51 49 22～24 ４～５割 ５～６割
福岡県 7 6 2 ３割 ７割
佐賀県 5 4 1 ２割 ８割

以上３道県計 63 59 24～26 ４割 ６割

北関東４県計 8 8 1 １割 ９割

その他府県計 13 12 2 ２割 ８割

全国計 84 79 27～30 ３～４割 ６～７割
資料：農林水産省「作物統計」、製粉企業９社の業務データ等を基に筆者が試算

注1：　収穫量は「作物統計」、流通量は大手製粉企業４社と中小製粉企業とのシェア等公表されてい
　　　る数値、国産単独使用量は、筆者聞き取りにより推計した。

注2：　北海道、福岡県、佐賀県産小麦については、３道県での聞き取り結果を基に、それ以外の府県

　　　産小麦については、福島県、群馬県、愛知県、滋賀県、香川県、山口県、大分県、熊本県での

　　　聞き取り調査の結果を基に、①「農林61号」やそれに近い特性の品種、②「ニシノカオリ」、

　　　「ミナミノカオリ」、「ダブル８号」等パン用の適性がある品種とに分け、それぞれ毎に推計
　　　した。

３．国内産小麦の外国産とのブレンドによる使用

◆ 関係者からのヒアリング結果を踏まえると、現在、生産量全体の7割弱を

占める北海道産小麦の大部分が外国産とブレンドされずに使用されている
ことから、国内産小麦の単独使用割合は、7割前後に達している可能性。
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◆ 過去の研究成果によれば、小麦の国際価格の高騰する以前の2006年段
階では、外国産小麦とブレンドされて使用された国産小麦の割合の方が高く
6～7割と試算された。特に、主産地の北海道、九州を除くと、8～9割の国内
産小麦が外国産とブレンドされて使用されていた。

表
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Ⅱ 国内産小麦の主産地等における
生産動向



１．麦類の地域ブロック別にみた生産シェア（作付面積）

◆ しかし、都府県で見れば、そのシェアは40％。主産地の九州で41％、関東・
東山で45％、北陸では96％を占めており、それぞれの地域特性を踏まえた対
応が必要。
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◆ 全国の麦作付面積に占める大麦のシェアは22％。このため、大麦・はだか麦
は、小麦についでの言及、同じ政策フレームの適用ということが多い。ただし、
外国産が全量SBS入札制度での売買という点は大麦独自。
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図 地域別にみた小麦、大麦の作付シェア（2018年産）

小麦

大麦・はだか麦

資料：農林水産省「作物統計」



２．麦類の地域ブロック別にみた生産シェア（作付面積）

◆ 小麦では、北海道、九州、関東・東山が主産地であり、この3地域での全作付面
積に占めるシェアは83％。

図1２ 麦種毎にみた地域ブロック別生産シェア（2018年産作付面積）

資料：農林水産省「作物統計」

◆ 大麦では、九州、関東・東山、北陸が主産地であり、この3地域での全作付面積
に占めるシェアは81％とやや小麦を下回る。
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図 「ホクシン」、「きたほなみ」の作付面積の推移
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資料：北海道庁農産振興課調べ。
注：2019年産は暫定値。
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３．北海道における小麦の品種転換

※ 本報告では、中力粉に適した品種を「中力系小麦」、強力粉に適した品種を「強力系小麦」と定義する。 9
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図 「春よ恋」、「ゆめちから」の作付面積の推移

資料：北海道庁農産振興課調べ。
注：2019年産は暫定値。

春よ恋

ゆめちから

ha

◆ 中力系小麦では、2009～2011年産にかけて３年間で、「ホクシン」から「きた
ほなみ」にほぼ全面的に転換。

◆ 強力系小麦では、 「ゆめちから」が2008年度に導入され、その単収の良さ、
作りやすさに加えて、強力小麦生産への加算金もあり、2012年産以降、生産
が急増。同時期に「春よ恋」も増産。その分だけ、「きたほなみ」が減産となっ
た。しかし、2018、2019年産では、「きたほなみ」から「ゆめちから」及び「春よ
恋」への転換が止まっている。

◆ 生産量については、2018年産は不作で47万トン（2015年産に最高の72万ト
ン）にとどまったが、2019年産は久々の豊作になるものと見込まれている。



４．九州北部４県産の麦類の県別作付面積
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◆ これに対して、ビール用二条大麦の主産地である佐賀県と、麦焼酎、麦味噌
の大手・中堅メーカーが立地する大分県で、相対的に大麦の作付面積割合が
高い。

◆ 福岡県、熊本県では、麦類の作付面積に占める小麦のシェアが約7割。

◆ 水田面積に対する麦類作付面積の比率は、佐賀県が51％、福岡県が早場
米地帯があっても34％であるのに対して、基盤整備の遅れ、担い手不足等か
ら、熊本県、大分県は10％強にとどまっている。
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図 九州北部４県における県別にみた麦類作付面積の内訳（2018年産）

資料：農林水産省「作物統計」

表　水田面積に対する麦類作付面積の割合

　　　　（県別、2018年産）

　　　　　　（単位：ha、％）

水田面積
（本地）①

麦類作付
面積　②

②／①

福岡県 62,100 21,400 34.5

佐賀県 40,400 20,800 51.5

熊本県 64,300 6,870 10.7

大分県 36,300 4,850 13.4
資料：農林水産省「耕地面積統計」、「作物統計」



表　県別にみた麦類、小麦の作付面積の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　    　　（単位：ha、％）

2008

年産
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

2018年産/

　　2008年
麦類作付面積 20,500 20,200 20,400 21,000 21,000 21,100 21,400 21,700 21,700 21,200 21,400 104.4

　うち小麦 15,200 14,700 14,800 15,100 15,000 14,900 15,200 15,200 15,300 14,800 14,800 97.4

小麦のシェア 74.1 72.8 72.5 71.9 71.4 70.6 71.0 70.0 70.5 69.8 69.2 －

麦類作付面積 21,400 21,200 21,000 21,200 21,100 20,500 20,400 20,500 20,800 20,600 20,800 97.2

　うち小麦 11,500 11,200 10,900 11,100 10,500 9,910 9,690 9,850 9,760 9,640 10,100 87.8

小麦のシェア 53.7 52.8 51.9 52.4 49.8 48.3 47.5 48.0 46.9 46.8 48.6 －

麦類作付面積 6,620 6,200 6,320 6,670 6,560 6,190 6,490 6,710 6,950 6,740 6,870 103.8

　うち小麦 4,820 4,530 4,620 4,890 4,890 4,640 4,820 4,900 5,080 4,880 4,970 103.1

小麦のシェア 72.8 73.1 73.1 73.3 74.5 75.0 74.3 73.0 73.1 72.4 72.3 －

麦類作付面積 4,370 4,150 4,200 4,760 4,590 4,520 4,750 4,760 4,900 4,660 4,850 111.0

　うち小麦 2,680 2,420 2,340 2,600 2,540 2,440 2,520 2,560 2,810 2,690 2,750 102.6

小麦のシェア 61.3 58.3 55.7 54.6 55.3 54.0 53.1 53.8 57.3 57.7 56.7 －

麦類作付面積 54,800 53,700 53,900 55,800 55,400 54,300 55,200 56,000 56,600 55,400 56,300 102.7

　うち小麦 35,100 33,700 33,400 34,600 33,700 32,700 33,000 33,300 33,800 32,700 33,400 95.2

小麦のシェア 64.1 62.8 62.0 62.0 60.8 60.2 59.8 59.5 59.7 59.0 59.3 －

資料：農林水産省「作物統計」
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５．九州北部４県における麦類の作付面積の推移
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◆ 麦類の作付面積が一番多い福岡県では、この10年間で作付面積が4％増
加しているが小麦の作付シェアは減少傾向。九州内で2番目に麦類の作付

面積が大きい佐賀県でも小麦の作付シェアは減少傾向。小麦の作付シェア
が一貫して減少していた大分県では、近年、増加に反転。

◆ 九州北部4県では、小麦の作付面積と大麦の作付面積との間に代替関係が
あり、麦の作付面積の合計はほぼ一定。ただし、2013年産～2016年産の4

年間は、熊本県、大分県で作付面積が増加（特に小麦）。2018年産は4県と
も、麦類の作付面積が前年より増加。



◆ 福岡県では、強力系小麦「ミナミノカオリ」と「ラー麦」が増加した後、近年は
安定的に推移。これらの増加に合わせて、「シロガネコムギ」の作付面積が
減少。「チクゴイズミ」は、「ミナミノカオリ」の導入時に作付面積が減少。ただ
し、近年は両品種共に安定的に推移。
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６．九州北部４県産小麦の品種別の作付動向

◆ 熊本県でも、2014年産から2016年産にかけて「ミナミノカオリ」が大きく増
加し、「シロガネコムギ」と「チクゴイズミ」が減少。中力系小麦と強力系小麦
のバランスが崩れたことから、2017年産、2018年産と調整が行われ、「ミナミ
ノカオリ」の生産が抑制され、「シロガネコムギ」の作付面積が増加。
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図 福岡県における小麦の品種別作付動向

資料：JA全農ふくれん調べ。2018、2019年産は福岡県庁調べ。
注：2019年産は暫定値。
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資料：JA熊本経済連、熊本県調べ。
注：2018年産は暫定値。
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図 熊本県における小麦の品種別作付動向



◆ 大分県では、「チク
ゴイズミ」の作付面
積が増加。ただし、
「農林61号」の生産

が、まだ続いてい
る。強力系小麦で
は、「ミナミノカオリ」
が大きく増加してい
るが、「ニシノカオリ」
も併存。
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◆ 佐賀県では、「シロ
ガネコムギ」、「チク
ゴイズミ」の生産が
比較的安定。「ニシノ
カオリ」から「ミナミノ
カオリ」への転換が
進展しなかったが、
「さちかおり」の面積
が今後増加の見込
み。

表　佐賀県における小麦の品種別作付動向
　               　　   　　　　　　 　　　（単位：ha）

2014

年産

2015

年産

2016

年産

2017

年産

2018

年産

2019

年産

2019年産

/2014年産

シロガネコムギ 5,901 6,068 6,061 6,284 6,535 6,524 10.6

チクゴイズミ 3,430 3,457 3,357 2,978 3,202 3,187 ▲ 7.1

ミナミノカオリ 348 315 332 376 354 350 0.6

さちかおり 10 10 10 10 10 15 50.0

資料：佐賀県調べ。

注1)　各年産の数値は、総作付面積にそれぞれの品種の比率を乗じたもの。

   2)　2019年産は暫定値である。

表　大分県における小麦の品種別作付動向

　　　　　　　　　 （単位：ha、％）

2014

年産

2015

年産

2016

年産

2017

年産

2018

年産

2019

年産

2019年産

/2014年産

チクゴイズミ 1,563 1,581 1,762 1,714 1,682 1,642 5.1

農林61号 302 274 251 187 160 154 ▲ 49.0

ミナミノカオリ 361 390 315 495 565 551 52.6

ニシノカオリ 293 312 251 294 345 355 21.2

小計 2,520 2,559 2,805 2,690 2,762 2,702 7.2
資料：大分県調べ。

注：2019年産は暫定値。
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７．九州産小麦の県別作付け品種

◆ 北海道で、大手2次加工メーカーが使用可能な品質と量の中力系小麦と

強力系小麦が揃ったが、九州でも「チクゴイズミ」と「ミナミノカオリ」が4県全て

で生産されるようになり、それに準ずる供給体制が整いつつある。ただし、佐

賀県、大分県での強力系小麦の生産動向に依然として不透明感。

    表　九州北部４県で作付けされている小麦の主要品種登録年と作付実績

　　　　のある県 （単位：ha）

品種登録年
作付面積
（18年産）

福岡県 佐賀県 大分県 熊本県

農林61号 1944年 1,320 ○

シロガネコムギ 1974年 17,060 ○ ○ ○

チクゴイズミ 1996年 13,400 ○ ○ ○ ○

ニシホナミ 1999年 1,700 ○

ニシノカオリ 2002年 941 ○

ミナミノカオリ 2006年 284 ○ ○ ○ ○

ラー麦（ちくしW2号） 2010年 － ○

さちかおり 2018年 － ○
資料：農林水産省「麦類の新品種」、「作物統計」、各県庁、各県経済連、製粉企業からの聞き取りで作成。

注：1）農林水産省が作物統計で品種別作付面積を調べたのは、平成18年産が最後。

　　2）県別の○は、30年産に当該県の調査で作付されていることが確認された品種である。

　  3）「農林61号」の導入時には、まだ種苗法がなかったため、品種登録年ではなく品種導入年を記載。
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８．北関東４県産の麦類の県別作付面積

15

◆ 北関東4県の作付麦種を県別にみると、ビール用二条大麦の主産地である
栃木県では大麦が8割以上を占めているが、他の3県では、小麦の生産が主
になっている。
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図 北関東における県別にみた麦類作付面積の内訳（2018年産）

資料：農林水産省「作物統計」
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注：グラフは各県の「さとのそら」作付面積／（「さとのそら」作付面積＋「農林61号」の作付面積）」

の推移である。

９．北関東における小麦の品種転換

16

◆ 2010年に「さとのそら」が品種登録されたのを受けて、関東では、「農林61号」か
ら「さとのそら」への転換が各県で急速に進展。2014年産を最後に「農林61号」
はほとんど作られなくなった。

◆ 単収の高い「さとのそら」への転換で、生産量は減少に歯止め。

◆ 関東・東山産の小麦の作付面積は、近年減少傾向。
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千ha 万t

注：「関東・東山」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の関東7県に、山梨

県、長野県の2県を加えた統計上の区分である。
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10．北関東産小麦の県別作付け品種

◆ 関東でも、中力系小麦で、「さとのそら」の導入により品種の統一が進展。

◆ 強力系小麦でも、群馬県が2018年度に「ゆめかおり」を認定品種として採用
し、後述する長野県や神奈川県、山梨県でも「ゆめかおり」が生産され始めて
いることから品種統一が進展しつつある。

             表　北関東4県で作付けされている小麦の主要品種登録年と作付実績のある県

（単位：ha）

品種登録年
作付面積
（18年産）

群馬県 栃木県 埼玉県 茨城県

農林61号 1944年 18,340 ○

さとのそら 2010年 － ○ ○ ○ ○

つるぴかり 2001年 1,540 ○

きぬの波 2003年 1,183 ○ ○

イワイノダイチ 2002年 591 ○

あやひかり 2003年 535 ○

ダブル8号 2003年 296 ○

タマイズミ 2005年 580 ○

ハナマンテン 2009年 － ○

ゆめかおり 2010年 － ○ ○ 　 ○
資料：農林水産省「麦類の新品種」、「作物統計」、各県庁、各県経済連、製粉企業からの聞き取りで作成。

注1）農林水産省が作物統計で品種別作付面積を調べたのは、平成18年産が最後。

　 2）県別の○は、関係者への調査で、平成30年産のいずれかに当該県で作付されていることが確認された品種である。

   3）「農林61号」の導入時には、まだ種苗法がなかったため、品種登録年ではなく品種導入年を記載。
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◆ 東海3県では、米の要生産調整面積の拡大を背景として、小麦の作付面
積が拡大（大麦はほんど生産されていない）。1998年産から2018年産まで
の19年間で、愛知県は18％増、三重県は93％増、岐阜県は134％増。

1１．東海産小麦の生産動向

◆ 近年、東海3県での小麦の作付面積が拡大する一方、北関東4県では裏作

麦の減少もあって、小麦の作付面積が減少している。このため、その差が縮ん
できており、1997年産では東海ブロックの小麦作付面積は、関東・東山ブロッ
クの36％であったのが、20年後の2018年産では74％にまで差が縮小（北関
東4県に対する東海3県では78％）。
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図 東海3県における小麦の県別作付面積の推移

資料：農林水産省「作物統計」
注：小麦の作付面積は子実用のものである。
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◆ 「農林61号」の作付が行われなくなると、東海3県で生産される小麦は、全
て2000年以降に品種登録された新しい品種となる。

◆ また、「農林61号」の作付がほとんど行われなくなったことから、3県全てで
生産される共通品種は、中力系小麦でも強力系小麦でもなくなった。

◆ 特に、近年、愛知県での強力系小麦の「ゆめあかり」の生産が増加してお
り、2019年産の作付面積シェアは7％に達している。同県では、2020年まで
に「きぬあかり」と「ゆめあかり」の2品種に統一される見込み。

12．東海産小麦の県別作付け品種

表　東海3県で作付けされている主な小麦の品種登録年と作付実績のある県

（単位：ha）

品種登録年
作付面積

（2014年産）
愛知県 三重県 岐阜県

農林61号 1944年 3,779 ○

イワイノダイチ 2002年 2,524 ○ ○

あやひかり 2003年 2,287 ○

きぬあかり 2011年 1,893 ○

さとのそら 2010年 1,047 ○ ○

ニシノカオリ 2002年 1,421 ○

タマイズミ 2005年 744 ○ ○

ゆめあかり 2014年 3 ○
資料：農林水産省「麦類の新品種」、「作物統計」、各県庁、各県経済連，製粉企業からの聞き取りで作成。

注1）　県別の○は、関係者への調査で、2014年産に当該県で作付されていることが確認された品種である。

注2）「農林61号」は、導入時にまだ種苗法がなかったため、品種登録年ではなく品種導入年を記載。
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◆ 山口県における小麦の品種別作付面積をみると、中力系小麦では、「農林
61号」、「チクゴイズミ」に替わる品種として導入された「ふくさやか」の作付が
拡大し、強力系小麦では、「ニシノカオリ」から「せときらら」への品種転換が
2013年産から始まり2015年産でほぼ終了。

◆ 新たに導入された「せときらら」の作付面積は、品種転換前の「ニシノカオ
リ」の作付面積を大きく上回り、依然として増加。

→ 山口県における2018年産の小麦の作付面積は、2012年産に比べて
83％増加。収穫量ベースでは、2012年から2018年にかけて142％の増加。

13．その他の小麦生産県での特徴的な動き
（１）山口県

表　山口県における小麦の品種別作付面積の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：ha、t）

2012年産 2013年産 2014年産 2015年産 2016年産 2017年産 2018年産 2019年産
2019年産

　/2012年産

農林61号 29 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 100.0

ふくさやか 207 275 324 310 277 300 309 312 50.7

ニシノカオリ 520 573 559 2 0 0 0 0 ▲ 100.0

せときらら 0 7 92 731 927 975 1,018 1,069 －

総作付面積(ha） 756 855 972 1,100 1,230 1,260 1,327 1,381 82.7

総収穫量（t） 1,610 2,070 2,640 2,830 2,440 3,420 3,900 － －

資料：総作付面積（除く2018年産）、総収穫量は農林水産省「作物統計」。その他は山口県庁調べ。

注：2019年産は暫定値。



21

◆ 香川県では、2001年産時点では、主力小麦が「チクゴイズミ」であったが、
香川県が育成した品種「さぬきの夢2000」に、2001年産から2004年産にか
けて4年間で転換。その後、同じく香川県が育成したその後継品種の「さぬき
の夢2009」に、2010年産から2013年産にかけて、同じく4年間で転換。その
後も、順調に面積を拡大している。

◆ 「さぬきの夢2009」は、「さぬきの夢2000」に比べて、収量性が高く、うどん
にすると滑らかで粘弾性もあるため、食味評価でも上回ったことから、4年間
での転換でも供給過剰となることはなく高価格を維持。

（２）香川県
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チクゴイズミ さぬきの夢2000 さぬきの夢2009
h
a

資料：香川県庁調べ。

注：2019年産は暫定値。
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（３）兵庫県

◆ 兵庫県では、中力系小麦で長らく大きなシェアを占めていた「シロガネコム
ギ」が、2019年産現在でなお県内産の総作付面積の51％。他方で、「ふくほ
のか」は、近年は生産量が伸び悩み、2019年産現在では22％。これらに対
して、強力系小麦では、「ゆめちから」が増加傾向にあり2割弱まで拡大。こ
のほか、「せときらら」の作付も急増し、2019年産では170haとなっている。

◆ 「ゆめちから」、「せときらら」に「ミナミノカオリ」も加えた強力系小麦のシェア
は、2014年以降着実に増加しており、2019年産で28％に達している。

表　兵庫県における小麦の品種別作付面積の推移

　　　(単位：ha、t、％）

2014年産 2015年産 2016年産 2017年産 2018年産 2019年産
2019年産

/2014年産

シロガネコムギ 1,173 1,213 1,051 941 1,015 798 ▲ 32.0

ふくほのか 339 327 344 336 343 340 0.3

ミナミノカオリ 168 183 195 195 151 0 ▲ 100.0

ゆめちから 260 247 261 264 263 265 1.9

せときらら 0 0 0 0 11 170 －

総作付面積(ha） 1,940 1,980 1,860 1,850 1,790 1,573 ▲ 18.9

総収穫量（t） 4,400 3,720 3,440 4,330 2,900 2,900 ▲ 34.1

強力系小麦のシェア 22.1 21.7 24.5 24.8 23.7 27.7

資料：総作付面積(除く30年産）、総収穫量は農林水産省「作物統計」。その他

　　　は兵庫県庁試算。
注：2019年産は暫定値。
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◆ 長野県は、小麦の作付面積規模（2018年産2,210ha）の割に作付けされて
いる品種が多いのが特徴。

◆ 中力系では、「シラネコムギ」、「しゅんよう」といった古い品種から「ゆめきら
り」という品種への転換が進められてきたが、今後は、より有力な品種への
転換を進め、将来的には中力系の品種を整理する予定。

◆ 強力系でも、2009年に「ハナマンテン」が品種登録されて以降、「ゆめかお
り」と導入され、他の主産地に比べて高いシェア（3割弱）。

（４）長野県

図 長野県産小麦の品種別作付面積シェア(2018年産）

資料：長野県製粉協会による集計結果。
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◆ 岩手県では、1951年に中力系の品種「ナンブコムギ」が奨励品種として本
格的に導入されて以来、長らく主要品種として生産されてきた（小麦の作付
け面積は2018年産3,830ha）。

◆ しかし、作りづらい品種で単収も低いことから、積雪に強い品種として、中
力系の品種「ネバリゴシ」と強力系の品種「ゆきちから」が、それぞれ2001年
と2003年に県の奨励品種とされて以降、次第に作付転換が進んだ。その
後、「ネバリゴシ」は縮小し、2017年産では、「ゆきちから」が県内最大の生
産量となっている（5割弱）。

◆ しかし、引き続き実需者の強い要望もあるため、「ナンブコムギ」の生産シェ
アは依然として4割弱を占めている。

◆ また、2013年には超強力系の品種「銀河のちから」が県の奨励品種とな
り、現在、増産が進められており、そ

のシェアは1割強まで拡大している。

◆ 加えて、新たな用途の拡大が期

待されているもち性小麦の「もち姫」

や日本で初めて菓子専用小麦とし

て開発された「ゆきはるか」も増産

されつつあり、今後の動きを注視し

ていく必要。

（５）岩手県

図 岩手県産小麦の品種別出荷数量シェア（2017年産）

ゆきちから

ナンブコムギ

銀河のちから

ネバリゴシ
もち姫 ゆきはるか

資料：L社提供資料から作成。



14．高まる全小麦生産量に占める強力系小麦の割合

◆ 現時点では、総じてみれば国内生産量の変化は少ないが、その内訳をみる
と、パン用、中華麺用に使える強力系品種の検査数量がこの10年間で142％
（2017年産までなら183％）増加し、全検査数量に占めるシェアも19％（2017

年には20％）にまで拡大。北海道産に限れば193％の増加、北海道産小麦の
全検査数量に占める強力系小麦のシェアは21％。
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資料：麦の農産物検査結果（農林水産省）

注：数量は普通小麦の産地品種銘柄計であり、規格外を含む。
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15．高まる国内産小麦の品質

◆ 以上で見てきたように、北海道だけでなく、九州北部4県、北関東4県、東海3

県といった他の主産地でも、品種の転換が着実に進展し、品質面でも外国産と
遜色ない、あるいはより高い評価をされる品種が増加。

◆ 2016年の中力系小麦についての製麺試験結果によれば、3品種が豪州産
「ASW」を上回る評価、1品種が同等との評価をされる結果。

表　製麺試験結果上位5品種とASWとの比較（2016年産）

合計点 麺の色
外観（肌
荒れ）

かたさ 粘弾性
なめらか
さ

食味（匂
い、味）

1 きたほなみ・網走産 73.3 12.8 10.5 7.3 20.5 11.7 10.5

2 きぬあかり・愛知県産 73.2 14.0 10.4 6.9 20.3 11.1 10.5

3 あやひかり・三重県産 73.1 13.4 10.5 6.6 20.3 11.8 10.5

4 きたほなみ・網走、十勝以外産 72.6 12.6 10.5 7.3 20.3 11.4 10.5

5 つるぴかり・群馬県産 72.5 14.0 10.5 6.7 19.5 11.3 10.5

ASW 72.5 14.2 10.8 7.5 18.8 10.7 10.5

資料：「平成28年産国内産小麦の品質評価（市場流通品の試験結果」（坂井憲一、「米麦改良」2018年1月号）より抜粋

注：製麺試験のコントロールとして、群馬県産さとのそらを70点として評価した結果である。
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16．外国産小麦と国内産小麦の競合関係

◆ 「ASW」より高い評価を得た「きたほなみ」と「きぬあかり」は、日本麺用に単独
で使われるのが主な用途であるため、「ASW」と競合する関係。

◆ 同じく「ASW」より高い評価を得た「あやひかり」はアミロース含量が少なく、麺
にした時に外国産小麦には出せないもちもち感を出せることから、後述するよ
うに、「チクゴイズミ」と同様に新たな用途を獲得。

図 国内産小麦と外国産小麦との競合関係

やわらかさ、弾力（もちもち感） 大きい

アミロース含量多い

〜0％
もち性

〜30％
通常アミロース
うるち性

〜23％
低アミロース

〜27％
やや低アミロース

うどん

食パン
用途

米では、うるち性でもア
ミロース含量が〜20%、
低アミロース〜10%

イワイノダイチ
きたほなみ、きぬあかり
きぬの波、キタノカオリ
せときらら、はるきらり
春よ恋、ゆめちから

米粉

品種 チクゴイズミ
あやひかり
つるぴかり

もち姫

洋菓子

ハナマンテン
ちくしW2号
（ラー麦）

さとのそら、シロガネコムギ
農林61号、ダブル8号
タマイズミ、ニシノカオリ
ミナミノカオリ、ゆめかおり

フランスパン

小さい

なし

輸入
銘柄

1CW, DNS, HRW, WW ASW 該当銘柄無し

資料：農研機構西日本農業研究センター池田達哉上級研究員作成。○は本報告のために著者が追加。



◆ 近年、国内産小麦に対する需要が供給を上回る逆ミスマッチ状態を受けて、
多くの産地銘柄で価格が上昇傾向にあった。

◆ しかし、令和2年産の入札では、北海道産小麦は引き続き価格が上昇したの
に対して、他県産小麦の多くは価格が下落している。

出展：農林水産省（２０１９）「麦の参考資料：麦の需給に関する見通し（動向編）」から抜粋
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17．国内産小麦の入札結果の推移

図 国内産小麦の産地銘柄別落札価格の推移

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 年産

（単位：円/トン、税込み）

北海道ホクシン

香川さぬきの夢2009

73,186円/㌧

茨城農林61号

香川さぬきの夢2000

茨城さとのそら

46,310円/㌧

北海道きたほなみ

64,752円/㌧

北海道ゆめちから

62,777円/㌧

外国産小麦

５銘柄平均
54,370円/㌧

北海道春よ恋

68,792円/㌧

（12.8） （13.8） （14.8） （15.8） （16.8） （17.8）（18.10） （19.9） （20.8）（21.10）（22.12） （23.9） （24.10）（25.10）（26.9）（27.9） （28.9） （29.9）（11.9） （30.9）

注１：国内産小麦の価格は、（一社）全国米麦改良協会が実施する
民間流通麦にかかる入札の第１回、第２回及び再入札の落札加重平
均価格（税込み）。年産の下段の（ ）内は当該第１回入札の実
施年月である。
注２：外国産小麦の価格は、18年までは当該年度平均の実績価格で
あり、19年以降は、民間流通麦にかかる第１回入札の実施年月時点
での輸入小麦の政府売渡価格（５銘柄平均）である。
注３：ホクシン（きたほなみ）については、22年産までは「ホクシ
ン」の価格であり、23年産からは「きたほなみ」の価格である。
注４：さぬきの夢については、24年産までは「さぬきの夢2000」の
価格であり、25年産からは「さぬきの夢2009」の価格である。
注５：農林61号（さとのそら）については、23年産までは「農林61
号」の価格であり、24年産からは「さとのそら」の価格である。



Ⅲ 国内産小麦の近年の消費動向
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◆ 首都圏の生うどん市場において、2009年時点で、販売金額上位10製品のうち4

製品が「国内産小麦使用」表示。これが2018年時点では7製品に増加。

◆ 上位10製品の売上高に占める国内産小麦使用表示のある製品のシェアも、
2009年、2013年、2018年にかけて38％→72％→77％と増加。

30

１．北海道産小麦を使用した国内産使用表示のある生うどん
の拡大

表　生うどん（チルド）販売金額ランキングの変化(首都圏）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％）

製造企業の規模・産地表示
販売金額

シェア
製造企業の規模・産地表示

販売金額
シェア

大手PB製品（国内産小麦使用表示なし） 9.3 大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 9.7

大手製品（国内産小麦使用表示あり） 6.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 5.2

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 5.9 PB製品（北海道産小麦使用表示あり） 5.0

大手製品（国内産小麦使用表示あり） 4.8 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 4.2

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 4.0 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 4.0

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 3.0 大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 4.0

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 3.6

大手製品（国内産小麦使用表示あり） 2.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 3.3

大手製品（国内産小麦使用表示あり） 2.5 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 3.1

大手PB製品（国内産小麦使用表示なし） 2.4 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 3.1

38.2 76.9

資料：日経メディアマーケッティング社による首都圏スーパーマーケット等（2009年：93店、2018年：120店）におけるPOSデータに基づき筆者

　　が集計。

注：2009年は2009年4月から2010年2月までの値であり、2017年は2017年１月から12月の値である。
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2009年 2018年

7

同　　　左

順位
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◆ 大手製麺業者A社では、主要製品の一つである生ラーメン3食入りを、2013

年8月にリニューアルし、その際、北海道産小麦を100％使用しそのことを表示
する変更を実施。同製品は、発売後、順調に売り上げを維持し、2018年の首都
圏における年間ランキングでも、シリーズで1位、4位、5位につけている。

２．大手２次加工メーカーによる北海道産小麦使用表示のあ
る生ラーメンの販売

◆ 「ゆめちから」の生産拡大を機に、生ラーメンでも北海道産小麦を使用し、そ
のことを表示した製品が発売され始めている。
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図 A社製の生ラーメン(主要製品）の販売額の推移

(首都圏）

資料：日本経済新聞デジタルメディア社による首都圏スーパーマーケットなど110店における

POSデータより筆者が集計。

円/千人

北海道産小麦使用表示あり

産地表示なし

表　生中華そば（チルド）販売金額ランキング2018年

　　(首都圏）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％）

製造企業の規模・産地表示
販売金額

シェア
大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 6.0

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 4.4

中小製品（国内産小麦使用表示なし） 3.9

大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 3.5

大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 2.5

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.5

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.4

大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 2.4

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.3

中小製品（国内産小麦使用表示なし） 2.1

45.0

資料：日経メディアマーケッティング社による首都圏スーパーマーケット等

　　（2018年：120店）におけるPOSデータに基づき筆者が集計。

上位10製品の売上高に占める国内産小麦使用表示のある製品のシェ

ア
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◆ 生麺、ゆで麺全体でも、上位15製品の売上高に占める国内産小麦使用表示
のある製品のシェアは30％となっており、うどん、ラーメン、そうめん、焼そば
（冷やし中華が外れた）で、国内産小麦使用製品がランクインしている。 32

３．ゆで麺における国内産小麦使用の拡大状況

表　生麺、ゆで麺（チルド）販売金額ランキング(首都圏、2018年）

　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％）

製品の種類・製造企業の規模・産地表示
販売金額

シェア
焼そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 9.9

そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.7

冷やしラーメン大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.0

うどん大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 2.0

ラーメン大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 1.4

冷やし中華大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.4

うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.3

焼そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.2

焼うどん大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.2

うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.1

焼そば大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.1

そうめん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.0

うどんPB製品（北海道産小麦使用表示あり） 1.0

つけ麺大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.0

冷麺中小製品（国内産小麦使用表示なし） 1.0

30.3

資料：日経メディアマーケッティング社による首都圏スーパーマーケット等120店

　　におけるPOSデータに基づき筆者が集計。
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◆ 国内産小麦を100％使用した食パンの販売額の推移をみると、新製品が
登場する度に国内産小麦100％使用の食パン市場が一時拡大。

→ 北海道産小麦の生産減等を受けて、出回り量が一時減ったが、その後安定
的に推移。
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資料：日本経済新聞デジタルメディア社による首都圏スーパーマーケットなど100店舗におけるPOSデータより筆者が集計。

注：食パンのうち、国内産小麦を100％使用していることが明らかな製品のみ計上した。菓子パン、テーブルパンは含んで

いない。

図 国内産小麦100％使用の食パンの販売額の推移（首都圏）

大手製パンメーカーB社

が国内産小麦100％使用

の新製品を発売

大手製食品スーパーC社が

国内産小麦100％使用の新

製品をPBで発売

大手製パンメーカーB

社が国内産小麦

100％使用の製品を

初めて発売

４．国内産強力系小麦を使用したパンの出回り状況



◆ 大手製パン企業B社では、2012年6月より「ゆめちから」をブレンド使用した食パン、

ロールパンのほか、「ゆめちから」100％使用のベーグルなどを次々に販売。他の大

手製パン企業、コンビニエンス・ストア･チェーンでも追随する動き。

→ その後、国産小麦を使用した大手製パン企業の製品の数が減少したのを受けて、

国産小麦コーナーは姿を消すも、断続的に新製品が発売される状況は続いている

（食パンでは、2019年2月時点で大手2社、食品スーパーPB、中小1社の製品を首都

圏で確認）。

＜首都圏の食品スーパーで販売された国産小麦使用の食パンとベーグル＞

（2014年4月～2015年4月に撮影）

34



50％使用 55％使用 60％使用 65％使用

70％使用 70％使用 100％使用 100％使用

◆ 大手製パン企業B社では、「ゆめちから」を使用した菓子パン、洋菓子を次々に発

売しているが、「ゆめちから」の特性を活かすため、パン種によってブレンド割合を変

更している。このようなきめ細かな対応は、他社の菓子パンやリテールベーカリー・チ

ェーンでは、まだ見られない（前述のように、ラーメンでは出現）。
35



５．100％十勝産小麦を使用したパンを提供するベーカリーの出現及び
東京進出

◆ 十勝地域でチェーン展開をしているリテイルベーカリーが、北海道産小麦100％

使用のパンのみを販売している店舗で、 「ゆめちから」の増産を見込んで、2012

年より、「十勝小麦100％使用」をうたった商品を販売。その後、店内で販売するパ

ンの原料小麦を全て十勝産に切り替え。

◆ 2016年11月には、東京にも出店し、そこで販売するパンでも十勝産小麦を100

％使用し、そのことをPRしている（2019年4月には東京で2店舗目を出店）。 36

（農林水産政策研究所にて撮影）

十勝産小麦100％使用のパンを販売する帯広市内の店舗 十勝産小麦100％使用のパンを販売する東京都内の店舗



６．２次加工メーカー等による九州産中力系小麦の使用状況

37

◆ 九州産の中力系小麦は、うどん等の日本麺用需要が多く、長崎チャンポン、つけ
麺、焼きそば、島原素麺等でも使用されている。ただし、まだ、外食・中食の日本麺
用でも、最近は新規開店のお店で他店との差別化のために使用されている。

◆ 近年は、中小2次加工メーカーが大手との差別化を図るため、戦略的に「九州産
小麦使用」あるいは各「県産小麦使用」の表示を行う製品がよく見受けられるように
なっている。

＜「チクゴイズミ」を使用したうどん＞（2017年9月、2019年4月撮影）



７．九州における中華麺での強力系小麦の使用状況（ラー麦等）

38

◆ 「ラー麦」は順調に作付面積が拡大（2010年産150ha→2018年産1,800ha）し
ているが、今のところ需要量が供給量を上回っている状況。

◆ 消費面では、福岡県が、親しみやすい名称の公募（正式な品種名は「ちくしW2

号」）、「ラー麦」の登録商標化とロゴマークの作成、その使用登録業者の応募とPR

という形で消費拡大を推進。2018年11月時点で、登録商標「ラー麦」の使用登録業
者は、ラーメン店で108社、製粉業者・製麺業者等で86社（2011年12月時点では、
それぞれ25社、36社）。

＜ラー麦使用をうたっている
ラーメン屋の博多ラーメン＞
（2017年6月撮影）



→ 北海道産小麦の需給が九州産小麦の需給にも大きく影響することが明らか
になった。

◆ 「ミナミノカオリ」の各県における増産や需要の増大を受け、九州に立地している
中小製粉企業5社全てで、国内産小麦を使用したパン用小麦粉、ミックス粉が発売
され、その多くで「ミナミノカオリ」を使用。

39

→ しかし、2014年産での北海道産の強力系小麦の価格の大幅下落を受け、

北海道産に対する割安感というメリットが失われ、一転して、一時、供給過剰
が懸念される状況となったが、その後、北海道の不作を受けて、再び「ミナミ
ノカオリ」に供給不足感。

８．九州におけるパンでの強力系小麦の使用状況（ミナミノカオリ）

◆ 「ミナミノカオリ」を使用していることを売りにしたリテイルベーカリーが福岡県で散
見されるようになり、「ミナミノカオリ」を使用した食パンも製造され始めている。ま
た、 「ミナミノカオリ」を使用していることを売りにしたパンを販売するベーカリーも首
都圏に登場。



９．九州における小麦の地産地消的な新たな動き

（１）筑前麦プロジェクト

40

◆ 強力系小麦の「ミナミノカオリ」の生産増加や、「ラー麦」の導入・拡大等を受けて
九州でも、小ロットでの製粉を行える製粉設備を導入した中小製粉企業が出現。

◆ 上記の「筑前麦プロジェクト」も、同社が原料となる小麦粉を供給することで実
現。

◆ 福岡県筑前町の飲食店が中心となり、2011年にプロジェクトを発足。筑前町商
工会、JA筑前あさくらと同県に立地する製粉企業D社の参画により、100％筑前町
産の小麦粉流通システムの構築に成功。

◆ 現在、町内外30社が加盟し、うどん、素麺、中華まん、餃子、ショウロンポウ、イ
ンスタントラーメン、ケーキ、パン等に筑前町産小麦を使用（年間使用量は約30トン）。

◆ 同プロジェクトでは、「筑前麦太郎」、「筑前麦夏ちゃん」という小麦粉を開発し、
直売所や各店で、これまで5年間で約9千個を販売。

→ 九州においても、地産地消的な取組が芽生えつつあり、こうした取組みが増えて
いくことで、地元産小麦に対する評価が高まり、ひいては新規用途開拓だけでな
く、福岡県産小麦全体のイメージアップにつながることも期待される。



＜うどん店の店頭に設置されたのぼり＞ ＜直場所で売られている麦夏ちゃん＞
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＜直売所で売られている麦太郎を使った製品＞

＜麦太郎を使ったうごぼう天うどん＞

＜麦太郎を使ったロールケーキ等＞

＜麦太郎と麦夏ちゃん＞
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◆ 福岡県のJA糸島では、2007年の大
型直売所「伊都菜彩」（2016年の売上
高約41億円）のオープンを受けて、JA

ブランドのうどん、素麺を販売すること
を企画。2年後の2009年に、福岡県に
立地する製粉企業E社の協力を得て、
糸島産小麦を100％使用したうどん
（冷凍）と素麺（乾麺）を発売し、軽食
コーナーでも提供。

◆ その後、管内におけるラー麦の生産拡大を受けて（平成21年産約60ha→23年
産約90ha→26年産150ha→28年産170ha）、半生ラーメンの開発に着手。
2年間かけて、JA糸島、九州大学、糸島市の産官学連携商品として糸島産小麦
100％使用のラーメンを完成させ、2012年より発売（小売用の糸島産小麦を使用
した薄力粉、強力粉は2011年の発売）。

◆ 2017年春には、糸島産小麦100%使用のちゃんぽん（生麺）も発売し、現在の
商品ラインナップとなる。2016年の年間小麦使用量は業務用も含めて180トン。

（２）直売所「伊都菜彩」における糸島産小麦を使用した麺類
の製造・販売

＜JA産直市場「伊都菜彩」＞

（JAグループ福岡のホームページより）



＜「伊都菜彩」で販売されいる糸島産小麦使用の「まるいとうどん」、

「まるいとそうめん」、「まるいとラーメン」、「糸島産小麦粉」＞
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＜「伊都菜彩」内にある
「まるいとうどん」＞

＜糸島産「ミナミノカオリ」、「チクゴイズミ」使用の「まるいとうどん」＞

◆ パンについては、「伊都菜彩」に納入しているベーカリーが、積極的に糸島産小麦
を使用したパン類を製造・販売しているので、JA糸島自らは商品を開発・販売は行
わない。

◆ JA糸島では、今後、餃子の皮、春巻の皮、パスタの開発・販売を視野に入れてい
る。

（JAグループ福岡及び伊都菜彩のホームページより）



10．北関東でも県産小麦使用表示製品が拡大
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◆ 他方で、「農林61号」、「さとのそら」以外の品種では、ほとんどが単独で製粉され、
「国産小麦使用」表示、あるいは、「地粉使用」表示のある製品用に使用されてい

る。最近は、「県産小麦使用」表示、「品種銘柄使用」表示も拡大。

◆ 関東産の中力系小麦のうち、大手製粉企業に引き取られた「農林61号」とその後
継品種の「さとのそら」の多くは、外国産とブレンドして使用されている（2006年産で
は、関東産小麦の9割が外国産とブレンドして使われていた）。

11．関東産強力系小麦を使用・表示した中華麺の拡大

◆ 栃木県産「タマイズミ」は、本来は醤油用に開発された品種であるが、中華麺

用、そうめん用にも使えると評価され、「タマイズミ」を使用して「栃木県産強力小

麦100％使用」と表示した製品も開発・販売されている。また、首都圏の外食チェ

ーン店でもラーメン、焼きそばに栃木県産小麦を使用するところが出てきている。

◆ 「ハナマンテン」は、埼玉県下のJAが販売しているインスタントラーメンでも、

「埼玉県産ハナマンテン使用」を表示している地産地消的製品があるほか、首都

圏のラーメン店でも使用するところが複数出てきている。
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＜ハナマンテンの単挽き粉で焼かれたフランスパン＞
（日本パン技術研究所提供） （F社のホームページより）

◆ 栃木県産「ゆめかおり」、埼玉県産「ハナマンテン」は、その製パン性に対する

高い評価から、それぞれパン用でも単独で使用され始めている。

◆ 特に、生産量が急増している栃木県産「ゆめかおり」については、県内の学校

給食でも採用されており、2018年にJA全農とちぎと製粉企業F社の共催で開催

された「ゆめかおり」キャンペーンには、40店舗のパン屋が参加。

12．関東産強力系小麦を使用・表示したパンの拡大



「麦わらぼうしの会」

栃木県で、地元製粉企業が主体となって栃木県産小麦を使った製品の生産・
販売に賛同した企業で立ち上げられたグループ。2002年に立ち上げられてお
り、2015年4月現在、会員数は179（製パン39社、菓子・スイーツ21社、製麺33

社）。共通のロゴマークを使って、栃木県産小麦を使用した製品の販売を促
進。

「埼玉産小麦ネットワーク」

埼玉県で、地元製粉企業が主体となって立ち上げられた埼玉県産小麦の振
興を図るためのグループ。2010年に立ち上げられており、 2018年8月現在、
会員数は193（製パン28社、製菓49社、麺業70社）。このネットワークでも、共
通のロゴマークを作成し、埼玉県産小麦を使用した製品の販売促進に活用。
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→ 2つの企業グループの組織化は、北海道、九州では見られない動き。中力

系小麦だけでなく強力系小麦も生産され始めたことから、参加企業も、製麺
業、リテイルベーカリー、外食事業者等広がりを見せている。

13．関東におけるにおける小麦の地産地消的な新たな動き
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14．東海産小麦の積極的な活用

◆ 新品種の県内における積極的な活用

・ 伊勢うどんへの「あやひかり」の使用

・ 愛知県庁による「きぬあかり」の振興

・ 愛知県での学校給食における「ゆめあかり」の使用。

・ 愛知県の製粉企業による製麺業への進出と愛知県産小麦の積極的な使用

◆ 「チクゴイズミ」と同じく低アミロースが特徴の三重県産「あやひかり」の関西
圏、首都圏での積極的な販売

＜キャンペーン用に作られた
「きぬあかり」ののぼり＞

（2015年5月撮影）

＜「きぬあかり」を使用したうどん＞（2019年3月撮影）



◆ 国内産小麦で作られたうどん類が美味しいと東海3県の消費者にまだ十分に認
知されていないことから、東海地方各県内の食品スーパーでは、国内産小麦使用
表示のある製品の出回りが、増加しつつあるとはいえ依然として少ない。

◆ 東海3県における国内産小麦使用表示のある商品の出回りは、首都圏の15％程
度であるが、九州と比べても57％にとどまっている。
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15．東海3県における国内産小麦使用表示のある小麦製品
の販売状況

　　　　　　　　表　POSデータでみたうどん（生麺）の売上高ランキング(2018年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

ランキ
ング

首都圏
（東京、神奈川、埼玉、千葉）

販売金
額シェ

ア

九州
（福岡、佐賀、長崎、大分、宮崎、鹿児島）

販売金
額シェ

ア

中京
（愛知、三重、岐阜）

販売金
額シェ

ア

1 大手・北海道産使用表示あり 9.7 生協・国内産使用表示なし 9.6 地方中小・国内産使用表示なし 17.6

2 大手・国内産使用表示あり 5.2 地方中小・国内産使用表示なし 7.3 大手PB・国内産使用表示なし 6.7

3 大手PB・北海道産使用表示あり 5.0 大手・国内産使用表示なし 6.4 地方中小・三重県産使用表示あり 5.6

4 大手・国内産使用表示なし 4.2 地方中小・北海道産使用表示あり 4.9 地方中小・国内産使用表示なし 5.0

5 大手・国内産使用表示あり 4.0 地方中小・九州産使用表示あり 4.9 地方中小・国内産使用表示なし 3.1

6 大手・北海道産使用表示あり 4.0 地方中小・国内産使用表示なし 4.4 地方中小・国内産使用表示なし 3.0

7 大手・国内産使用表示あり 3.6 地方中小・国内産使用表示なし 3.9 地方中小・国内産使用表示なし 2.9

8 大手・国内産使用表示あり 3.3 地方中小・国内産使用表示なし 3.2 地方中小・国内産使用表示なし 2.5

9 大手・国内産使用表示なし 3.1 地方中小・国内産使用表示なし 2.8 地方中小・国内産使用表示なし 1.9

10 大手PB製品・国内産使用表示なし 3.1 地方中小・国内産使用表示なし 2.7 大手・国内産使用表示なし 1.9

76.9

(73.4）
同　　　左

19.6

（41.4）
同　　　左

11.2

（20.4）

資料： 日本経済新聞社デジタルメディア社によるPOSデータを筆者が集計。

注１）首都圏120店舗、九州51店舗、中京37店舗の食品スーパー等における千人当たり販売金額を基に集計した。

注2） 「大手」とは、全国展開する大手メーカーもしくは食品スーパーであり、「地方中小」とは、地方に立地する中小メーカーのことである。

注3）上位10製品の売上高に占める国内産小麦使用表示のある製品のシェアの欄の（　　）内は2014年の数値。

上位10製品の売上高に占める国産小麦使用

表示のある製品のシェア
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16．その他の小麦生産県での国内産小麦を巡る新たな動き

（１）山口県

◆ 山口県で強力系小麦の生産比率が高いのは、2003年から学校給食での県産
小麦使用に取り組んできたため。ただし、「ニシノカオリ」は、収量性が低く収穫ロス
が多いこと等から、2013年産から「せときらら」へ転換。

◆ 2012年に学校給食パン用小麦を山口県産100％で達成。その後、「せときらら」
の生産量が倍近くに増えたため、学校給食用で使用されない小麦の量も拡大。

これらについては、大手製粉企業G社で製粉されて、県内のパン用、中華麺用
向けで使用。県外にも大きな需要があり、これに対して十分な供給が課題。

→ JA全農やまぐちや山口県等で構成される「やまぐちの農林水産物需要拡大協議
会」を中心に、量販店等での県産麦フェアの開催、パンフレットや県産麦キャラク
ターの作成など山口県産麦の需要拡大に取り組んでいる。

＜パンフレット＞ ＜県産麦キャラクター＞
（写真：山口県作成資料及び同資料からの抜粋）

図 山口県産小麦の販売先別シェア(平成28年産）

大手製粉企業 中国地方の中小製粉企業 味噌・醤油メーカー

(資料）JA全農やまぐち調べ。
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（２）香川県

◆ 「さぬきの夢2009」は高価格で、かつ讃岐うどんで単独使用して個性を出せるこ
とから、「さぬきの夢2009」の使用表示がされた麺での使用が多い。他方で、「さ
ぬきの夢2009」の2016年産の生産量が5千トン弱にとどまっているため、香川県
内には600店近くのうどん屋があるにも関わらず、「かがわ農産物流通消費推進
協議会」が認定した「さぬきの夢こだわり店」は10店舗のみである。

◆ 製粉企業H社では、北海道産「ゆめちから」を国内産の中力系小麦とブレンドす
ることで、薄力粉、中力粉、強力粉全てで充実したラインナップを提供。その取組
の一環で、「さぬきの夢2009」の特徴を活かした単独使用粉やハイブリッドなブレ
ンド小麦粉等を開発し、首都圏、関西圏にも数多く出店している讃岐うどん屋の
多様な要望に対応。

＜写真：「さぬきの夢こだわり
店」ののぼり＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国産小麦使

用小麦粉の

販売先

原料小麦の

仕入先
県

内

県

外

図 製粉企業H社が使用している小麦の仕入先、国産小麦を使

用した小麦粉の販売先 (2015年産）

資料：H社に対する2016年6月に実施した調査結果を取りまとめたもの。
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（３）兵庫県

◆ パン屋、洋菓子屋が数多く立地する神戸市を抱える兵庫県内には、リテ
イル向けの薄力粉をメインの製品としている中小製粉企業I社が１社だけ
立地し、国内産小麦の積極的な使用にも熱心に取り組んでいる。他方で、
同県には大手醤油醸造メーカーも1社立地しており、この会社も醤油の原
材料として小麦を使用し、かつ国内産小麦の使用に熱心に取り組んでい
る。このため、兵庫県産小麦は、この2社がほぼ半分ずつ買い受け。

◆ I社では必要としている国内産小麦を全て兵庫県産では賄えないため、
北海道産や九州産も使用。それらの購入数量の方が多い状況。I社の小
麦粉の販売先については、約7割が西日本（5割近畿）で、約3割が東日本
（ほぼ首都圏）で販売。しかし、国内産小麦100％使用の小麦粉に限ると、
近畿地方の中小の2次加工メーカーやリテイルベーカリーが大部分。

0 20 40 60 80 100

兵庫県内 北海道 その他

図 製粉企業I社が使用している国内産小麦の仕入先
(2016年産）

資料：I社提供資料より作成。

％
0 20 40 60 80 100

近畿地方内 近畿地方外

図 製粉企業I社が製造している小麦粉の販売先

資料:I社提供資料より作成。
注１：2016年4月～2017年3月の実績値である。
注２：国内産小麦の使用の有無にかかわらない全小麦粉の数値である。

％
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（４）長野県

◆ 長野県には、現在、中小製粉企業J社が１社のみ立地しており、長野県
で生産されている小麦のほぼ全量を1社で買い受けており、近年、国内
産小麦を使用した小麦粉の製造に力が入れられている。

◆ 他方で、原料となる国内産小麦に占める長野県産小麦の割合が7割弱
と高いが、自県産小麦の豊凶の影響を受けやすいことから、県外からの
買い入れにも力を入れている。

◆ また、国内産小麦を100％使用した小麦粉の販売先をみると、近年、県
外への販売割合が増加しており、2016年7月～2017年6月期では、ほぼ
県内外が拮抗。

◆ 長野県産「ハナマンテン」の増産とその中華麺用での評価の高まりを受
けて、近年、首都圏でも、J社製の「ハナマンテン」から作られた小麦粉を
使用していることを売りにしたラーメン屋が散見される。

0 20 40 60 80 100

県内 北海道 その他

図 製粉企業J社が使用している国内産小麦の仕入先

（2017年産）

資料：J社提供資料より作成。

％
0 20 40 60 80 100

県内 県外

図 製粉企業J社が製造している国内産小麦を100％使用
した小麦粉の販売先

資料：J社提供資料より作成。

注：J社が2016年7月～2017年6月に販売した小麦粉のうち国内産100％使用銘柄

における数値である。

％
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（５）岩手県

◆ 岩手県には、現在、K社も含めて2社の中小製粉企業が立地しており、
岩手県で生産されている小麦の8割前後をこの2社で買い受けている。

◆ 他方で、K社では、岩手県産の小麦を中心に買い受けているものの、青
森県、宮城県、秋田県で生産されている小麦も買い受け。知名度も高く、
うどん用として評価が高い岩手県産「ナンブコムギ」や焼菓子用にも向い
ていると評価されている岩手県産「ネバリゴシ」は単独使用割合が高い。

◆ 強力系では、「銀河のちから」の販売に力を入えており、パン用として従
来の強力粉に対して、80～50％を「銀河のちから」に置き換え、残りは
「ゆきちから」や「ナンブコムギ」から作られた小麦粉などをブレンドして使
用することを推奨。

◆ 小麦粉の販売先は、岩手県を中心に東北地方が多く、東北地方のシェ
アは8割。東北以外では、「ナンブコムギ」、「ゆきちから」に対する需要が
ある関東地方が続いている。

0 20 40 60 80 100

岩手県内 その他東北内 北海道

図 製粉企業K社が使用している国内産小麦の仕入先

（2013年）

資料：K社に対する2014年3月に実施した調査結果を取りまとめたもの。

％

0 20 40 60 80 100

県内 県外

図 製粉企業K社が製造している小麦粉の販売先（2013年）

資料：K社に対する2014年3月に実施した調査結果を取りまとめたもの。
注：国内産小麦の使用の有無にかかわらない全小麦粉の数値である。

％
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Ⅳ おわりに
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・ 北海道で生産品種が大きく変わり、外国産と品質面で遜色のない品種が中

力系小麦、強力系小麦双方で揃い、量的にも大手2次加工メーカーが使いこ

なせる量を確保（消費者の国産志向の高まりもあり、単独使用が急増）。

・ 九州でも、品種転換が徐々に進展し、中力系小麦、強力系小麦共に、中小

2次加工メーカー以外での使用を拡大させ得る北海道に準ずる供給体制。

・ 関東でも、中力系小麦では、主産地4県で共通する主力品種の転換が急

進。強力系小麦でも、主産地4県全てで生産される状況。

・ 東海では、中力系小麦で、各県独自の品種転換。強力系小麦も生産開始。

既往文献によれば、2000年の民間流通導入直後には、国内産小麦が外国
産に比べて品質面で大きく劣るとの評価（2次加工適性が劣る、麺に単独で使
用した場合の色のくすみに強い抵抗感等）

→ 国内の小麦製品での国内産の使用状況を大きく変えつつあり、国内産の使
用可能用途、国内産の特徴が生きる用途が拡大。

その後

１．各主産地での新品種の導入が国内産小麦の需給に与える
影響
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◆ 大手2次加工メーカーによる使用ロットを考慮すれば、九州北部4県や北

関東4県での強力系小麦の増産では、大手の製パンメーカーや製麺企業の

ニーズには対応できない（九州産、関東産は品質面でも北海道産にまだ劣

る）。当面は、北海道において、強力系小麦の増産を優先させていく必要。そ

して、「きたほなみ」の生産減少を、外国産小麦との代替ではなく、北海道以

外の産地で作られる高品質な中力系小麦の増産で埋めていく必要。

→ 裏作地帯、2年3作地帯での高品質な中力系小麦の導入や増産が鍵に。

◆ 北海道産「ゆめちから」を増産し、北海道外の産地の中力系小麦とブレン

ドすることで、パンや中華麺において、地元産小麦を使用・表示した製品の

生産を拡大させることが可能。

→ 中長期的には日本全体での国内産への需要を俯瞰し、各産地が競合関

係を強めるのではなく、連携して、限られた量の国内産をそれぞれの特性

を踏まえて有効に使い消費者のニーズに応えていくといった視点も重要。

２．国内産小麦の需要に応じた生産に向けた課題

◆ 現在の北海道産小麦を中心にした逆ミスマッチ状態が長く続き、それらの
価格が高くなり過ぎると、再び、国内産小麦に対する需要が冷え込むおそ
れ。また、今後の少子・高齢化の進展を踏まえれば、中長期的には、中力
系小麦から強力系小麦への転換を進める必要。
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◆ 新たに導入される品種が増加する中で、以前から作られている品種が未整

理なため作付品種が増加している道県も多い（長野県8品種以上、北海道7品

種、岩手県6品種、福岡県、佐賀県、大分県、兵庫県、群馬県5品種等）。

◆ 九州北部4県、北関東4県、東海3県という産地全体でみても、一部全県共

通の品種（チクゴイズミ、ミナミノカオリ、さとのそら）もあるが、各県で作付品種

がバラバラであるため（それぞれ産地全体では8品種、10品種、8品種）、実需

者が、同一品種をまとまったロットで買い付けたり、リスク分散するため複数の

県から買い付けたりするのに対応しづらい生産構造となっている。

◆ 他方で、4大産地以外で、中小製粉企業が立地していたり、近県に大手製

粉企業の工場が立地している県では、いずれも中力系の品種から強力系の

品種への転換が大きく進展しており、かつ独自の需要を確保していた。

→ ① 中小2次加工メーカーが大手との差別化に使用したり、地産地消的

な取組で使用する品種（用途拡大という意味では特に強力系品種）

② まとまったロットでの供給を可能とする産地内で各県共通の品種（中力

系、強力系双方）

の2方面で、それぞれ戦略的に揃えていくような作付品種の整理が必要で

はないか？



ご清聴ありがとうございました。
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